
 

令和５年12月13日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

経営企画委員長 川上 浩 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



 

○経営企画委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

8-1 ５.11.29 子どもの貧困と

教育格差をなく

し、ゆきとどい

た教育を求める

ための請願 

 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合内 

ゆきとどい

た教育をす

すめる富山

の会 

代表 

齊藤 克義 

外 6,200 名 

わたくしたちは34年間にわた

り、子どもたちにゆきとどいた

教育を求めるこの「教育全国署

名」にとりくんできました。そ

の成果が表れ、国の責任で小学

校全学年での35人学級を５年間

で行うことになり、富山県は２

年前倒しの３年間で行うことに

なりました。富山県では令和５

年度から小学校全学年での35人

学級が実施されており、来年度

から高校でも新たに６校で少人

数学級が導入されます。少人数

学級に対応できる十分な教職員

配置が求められています。義務

教育の全ての学年で少人数学級

が実現している自治体はすでに

26県６政令市あります。富山県

も中学校、高校へと少人数学級

を早急に進めるべきです。 

コロナ禍による休校後の学校

再開時は、クラスを半分に分け

20人規模での分散登校で授業を

行いました。教員からは、「子

どもの様子がよく見え、声がか

けやすく勉強をじっくり見られ

る」、生徒からは、「先生から

よく声をかけてもらえうれしか

った」「学習に集中できた」な

どの声が聞かれ、少人数学級の

教育的効果が再認識されまし

た。 

学校では、経済的理由と過度

な競争によって学力の格差が拡

大しています。また、自己肯定

感が低く未来への希望がもてな

い子どもや、いじめ・暴力行為・

不登校、個別対応の必要な子ど

もが急増しています。教職員も、

長時間過密労働の中、一人ひと

りにゆきとどいた教育をすすめ

一部採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

ることには限界があります。教

育条件整備をすすめることは喫

緊の課題です。 

また、高校生・大学生等への

給付制奨学金制度を創設・拡充

させることは保護者・県民の切

実な願いです。 

すべての子どもたちがひとり

の人間として尊重される学校、

憲法と子どもの権利条約が生か

される学校をつくるために、以

下の各事項をすみやかに実現さ

れるよう請願します。 

 

２．－１感染症拡大の際には、

子どもたちのいのちと健康を守

るとともに、学ぶ権利を保障す

るため、教育条件整備に全力を

あげてください。 

７．教育にかかわる保護者負担

を軽減してください。 

（１）－１高等学校等就学支援

金制度を改め、高校授業料を完

全に無償化してください。 

（３）私学経常費助成補助の増

額と就学支援金拡充で学費の公

私間格差をなくしてください。 

８．－１すべての学校施設の耐

震化を早急に完了し、老朽化対

策をすすめるとともに、エアコ

ン設置やトイレの洋式化など施

設・設備を改善・充実してくだ

さい。 

10．－１県内で学ぶ東日本大震

災などの地震や自然災害、福島

原発事故で被災した子どもたち

の就修学に必要な県独自の支援

を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

 

 

（不採択） 

 

 

（採択） 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

 

（不採択） 

※２、７（１）、８、10の４項目は、２委員会以上に付託するため、項目に枝番を付しています。 

※１、３、４、５、６、７（２）（４）（５）、９については、教育警務委員会に付託。 



 

○経営企画委員会 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

11 ５.11.30 私学助成に関す

る請願書 

 

武田 慎一 

奥野 詠子 

針山 健史 

高岡市古定

塚4-1 

高岡龍谷高

等学校内 

富山県の私

学を育てる

会 

会長 

仲嶺 政光 

外 4,418 名 

 私立高校生の学費負担の軽減

にむけた富山県のご努力に感謝

申し上げます。 

 改善は見られるものの、依然

として学費負担の公私間の格差

は大きな開きがあります。年収

590万から910万円未満世帯への

いっそうの助成増額が求められ

ます。 

 日常生活に関わる物の相次ぐ

値上げは、重い学費負担に苦し

む私立高校生家庭の家計に追い

打ちをかけています。家計急変

家庭に対する救済措置はもちろ

んのこと、学費負担のいっそう

の軽減をはかり、私立高校生が

学費の心配なく安心して学校で

学ぶことができるよう、特段の

措置を講じられるよう強く要望

いたします。 

 教育条件における公私間格差

是正も求められます。私立高校

は「建学の精神」にもとづく特

色ある教育を推進し、学校独自

の教育伝統を継承しています。

そうした教育を継承していくた

めには、経常費助成のいっそう

の増額が求められます。 

 本県公立高校生へのＩＣＴ端

末の無償貸与は2020年度から実

施されていますが、私立高校生

にはＩＣＴ端末に対する本県財

政措置がないため、購入費用の

すべてを自費で賄わなければな

らず、学費と合わせて保護者の

重い負担となっています。私立

高校に対しても公立と同様に、

ＩＣＴ端末購入費用の全額を保

障する措置が求められます。 

 県財政は厳しいと言われてい

採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

ますが、未来ある子どもたちの

ために必要な教育予算、とりわ

け学費で重い負担を強いられて

いる私立高校の子どもたちが学

費の心配なく学校に通うことが

できるよう、私立高校予算の増

額・拡充が強く求められます。 

 以上のことから、次の事項に

ついて実現していただくよう、

請願いたします。 

 

１．学費の公私間格差の是正を

はかるため、私立高等学校等生

徒奨学補助金を以下のように拡

充してください。 

（１）多子世帯（子ども３人以

上）に限定せず、年収590万円未

満のすべての世帯を対象に入学

金助成を実施してください。 

（２）年収590万円を超える世帯

に対して、授業料助成の増額を

はかってください。また、年収

910万円を超える世帯に対する

授業料の助成措置を講じてくだ

さい。 

（３）年収590万円未満世帯に対

して施設設備費への助成措置を

講じてください。 

２．教育条件の維持・向上をは

かるため、私立高等学校経常費

補助金を増額してください。 

３．公立高校での生徒１人１台

情報端末無償貸与と同様、私立

高校に対しても１人１台端末購

入が無償となるよう、県の助成

を講じてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

○経営企画委員会 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

12-1 ５.12.６ 学びの保障に向

けた不登校対策

を推進するため

県内全域で取組

みを求める請願 

 

永森 直人 

藤井 大輔 

庄司 昌弘 

佐藤 則寿 

火爪 弘子 

（略） （請願趣旨） 

 県内には、不登校状態にある

児童・生徒が小・中学校におい

て1,000名あたり30.3名、高等学

校において1,000名あたり19.2

名と、令和４年度文部科学省「児

童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調

査」から読み取れる。どちらも

全国平均の数値と差がなく、日

本全国共通の課題であることは

明らかである。 

 不登校状態となる児童・生徒

の背景は様々であり、要因も多

様である。個人の心の問題に集

約することができず、取り巻く

環境の調整や支援が必要である

と考えられる。長期間にわたる

不登校状態にあるにも関わら

ず、学校内外の専門機関等での

相談・指導を受けていない児童・

生徒が多く存在している。相談・

指導ができる専門機関が児童生

徒の身近な地域に存在せず、通

うことについても困難な状況に

ある。また、相談・指導を実施

する専門の相談員及び指導者も

不足している状態である。 

 現在、県内の中学校において

は相談室を設置し、相談担当の

専任教員であるカウンセリング

指導員を配置し、校内適応指導

教室の設置、校内適応指導員を

配置しているが、限定的であり、

県内すべての中学校ではない。

小学校や高等学校において相談

室は設置されているが、専任の

職員が配置されていない。私立

学校においても相談・指導の体

制は不足している状態である。 

 私たちは、県内のどの地域に

採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

住んでいても、児童・生徒の学

びの保障が実現できる教育の相

談・指導の体制を強化すること

を求めます。 

 

（請願の内容） 

４．下記に取り組む私学への助

成を拡充増額させること。 

・不登校特例校の設置を促進

し、多様な学びの場の提供を行

い、児童生徒一人ひとりの状況

にあった学習支援及び相談支援

を行う。 

・校内教育支援センターの設置

を促進し、専任の指導者及びス

クールカウンセラー・スクール

ソーシャルワーカーをスペシャ

ルサポートチームとして配置す

る。 

・発達障害等の要因による学校

生活の困難さを支援する、一人

ひとりの状況に応じた学習支援

と相談支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（請願の内容）１、２、３、５については、教育警務委員会に付託。 

  



 

令和５年12月13日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

教育警務委員長 八嶋 浩久 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



 

○教育警務委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

8-2 ５.11.29 子どもの貧困と

教育格差をなく

し、ゆきとどい

た教育を求める

ための請願 

 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合内 

ゆきとどい

た教育をす

すめる富山

の会 

代表 

齊藤 克義 

外 6,200 名 

わたくしたちは34年間にわた

り、子どもたちにゆきとどいた

教育を求めるこの「教育全国署

名」にとりくんできました。そ

の成果が表れ、国の責任で小学

校全学年での35人学級を５年間

で行うことになり、富山県は２

年前倒しの３年間で行うことに

なりました。富山県では令和５

年度から小学校全学年での35人

学級が実施されており、来年度

から高校でも新たに６校で少人

数学級が導入されます。少人数

学級に対応できる十分な教職員

配置が求められています。義務

教育の全ての学年で少人数学級

が実現している自治体はすでに

26県６政令市あります。富山県

も中学校、高校へと少人数学級

を早急に進めるべきです。 

コロナ禍による休校後の学校

再開時は、クラスを半分に分け

20人規模での分散登校で授業を

行いました。教員からは、「子

どもの様子がよく見え、声がか

けやすく勉強をじっくり見られ

る」、生徒からは、「先生から

よく声をかけてもらえうれしか

った」「学習に集中できた」な

どの声が聞かれ、少人数学級の

教育的効果が再認識されまし

た。 

学校では、経済的理由と過度

な競争によって学力の格差が拡

大しています。また、自己肯定

感が低く未来への希望がもてな

い子どもや、いじめ・暴力行為・

不登校、個別対応の必要な子ど

もが急増しています。教職員も、

長時間過密労働の中、一人ひと

りにゆきとどいた教育をすすめ

一部採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

ることには限界があります。教

育条件整備をすすめることは喫

緊の課題です。 

また、高校生・大学生等への

給付制奨学金制度を創設・拡充

させることは保護者・県民の切

実な願いです。 

すべての子どもたちがひとり

の人間として尊重される学校、

憲法と子どもの権利条約が生か

される学校をつくるために、以

下の各事項をすみやかに実現さ

れるよう請願します。 

 

１．ゆきとどいた教育の実現の

ために、県の教育予算を増やし

てください。 

２．－２感染症拡大の際には、

子どもたちのいのちと健康を守

るとともに、学ぶ権利を保障す

るため、教育条件整備に全力を

あげてください。 

３．小学校に続き、中学校でも

35人以下学級を早期に実現する

とともに、「20人学級」を展望

した少人数学級をすすめてくだ

さい。 

４．高校での少人数学級をすす

めてください。 

５．富山県独自の教職員定数改

善で、正規・専任の教職員を増

やしてください。 

６．産休・育休や病休等におけ

る代員の教職員を、確実に配置

してください。 

７．教育にかかわる保護者負担

を軽減してください。 

（１）－２高等学校等就学支援

金制度を改め、高校授業料を完

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

（採択） 

 

 

 

（不採択） 

 

 

 

 

（不採択） 

 

（不採択） 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

（不採択） 

 



 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

全に無償化してください。 

（２）子どもの就学を保障する

ため、教育活動に不可欠な教材

費、給食費など学校納付金の無

償化をすすめてください。 

（４）高校生・大学生に対する

返還の不要な給付制奨学金制度

の創設・拡充にとりくんでくだ

さい。 

（５）県奨学金の返済猶予制度

を維持・拡充してください。 

８－２．すべての学校施設の耐

震化を早急に完了し、老朽化対

策をすすめるとともに、エアコ

ン設置やトイレの洋式化など施

設・設備を改善・充実してくだ

さい。 

９．特別支援学級・学校を増や

すとともに、通常学級に在籍す

る障がいをもつ子どもたちに必

要な教育条件を整備してくださ

い。 

10－２．県内で学ぶ東日本大震

災などの地震や自然災害、福島

原発事故で被災した子どもたち

の就修学に必要な県独自の支援

を行ってください。 

 

（不採択） 

 

 

（採択） 

 

 

（採択） 

 

（採択） 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

 

（不採択） 

※２、７（１）、８、10の４項目は、２委員会以上に付託するため、項目に枝番を付しています。 

※７（３）については、経営企画委員会に付託。 

 

  



 

○教育警務委員会 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

12-2 ５.12.６ 学びの保障に向

けた不登校対策

を推進するため

県内全域で取組

みを求める請願 

 

永森 直人 

藤井 大輔 

庄司 昌弘 

佐藤 則寿 

火爪 弘子 

（略） （請願趣旨） 

 県内には、不登校状態にある

児童・生徒が小・中学校におい

て1,000名あたり30.3名、高等学

校において1,000名あたり19.2

名と、令和４年度文部科学省「児

童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調

査」から読み取れる。どちらも

全国平均の数値と差がなく、日

本全国共通の課題であることは

明らかである。 

 不登校状態となる児童・生徒

の背景は様々であり、要因も多

様である。個人の心の問題に集

約することができず、取り巻く

環境の調整や支援が必要である

と考えられる。長期間にわたる

不登校状態にあるにも関わら

ず、学校内外の専門機関等での

相談・指導を受けていない児童・

生徒が多く存在している。相談・

指導ができる専門機関が児童生

徒の身近な地域に存在せず、通

うことについても困難な状況に

ある。また、相談・指導を実施

する専門の相談員及び指導者も

不足している状態である。 

 現在、県内の中学校において

は相談室を設置し、相談担当の

専任教員であるカウンセリング

指導員を配置し、校内適応指導

教室の設置、校内適応指導員を

配置しているが、限定的であり、

県内すべての中学校ではない。

小学校や高等学校において相談

室は設置されているが、専任の

職員が配置されていない。私立

学校においても相談・指導の体

制は不足している状態である。 

 私たちは、県内のどの地域に

採択 
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住んでいても、児童・生徒の学

びの保障が実現できる教育の相

談・指導の体制を強化すること

を求めます。 

 

（請願の内容） 

１．不登校特例校の設置を促進

し、多様な学びの場の提供を行

い、児童生徒一人ひとりの状況

にあった学習支援及び相談支援

を行う。 

２．校内教育支援センターの設

置を促進し、専任の指導者及び

スクールカウンセラー・スクー

ルソーシャルワーカーをスペシ

ャルサポートチームとして配置

する。 

３．発達障害等の要因による学

校生活の困難さを支援する、一

人ひとりの状況に応じた学習支

援と相談支援を行う。 

５．関係する機関との連携強化

や、質の高い人材の確保と養成

を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（請願の内容）４については、経営企画委員会に付託。 

 

  



 

○教育警務委員会 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 

提 出 者 要     旨 
審 査 
結 果 

13 ５.12.６ 県立高校の教職

員配置の充実を

求める請願 

 

永森 直人 

佐藤 則寿 

岡﨑 信也 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合 

執行委員長 

中山 洋一 

（請願の趣旨） 

 県政発展のためにご尽力いた

だいていることに敬意を表しま

す。 

 中学校卒業者数の減少による

来年度の県立高校82名の募集定

員減について、40人の２学級減

ではなく、６校での少人数学級

の拡充で対応することは極めて

賢明な判断です。しかし、教育

条件改善といえる真の少人数学

級を実現するには教職員数の確

保が必要であり、そのためには、

５～６名の法定数の減少分を県

単独措置によって補うことが必

須です。教育長は６月県議会で、

必要な予算は「約５千万円」と

答弁しています。学級数、授業

時間数が変わらないのに、毎年

一人ずつ教員が減っていく事態

を起こしてはいけません。また、

当該校の教職員配置を確保する

ために、他の学校の配置を後退

させるような「しわ寄せ」もあ

ってはなりません。 

 ７学級以上の学校が３校少な

くなったことによって、県全体

の養護教諭の法定数が３名減に

なりました。今年度は、２名の

県単独措置によって前年度の配

置が確保されました。養護教諭

は、生徒の保健指導・保健管理

等の業務に加え、生徒のこころ

のケアを担っており、スクール

カウンセラー等の配置の充実と

ともに養護教諭の複数配置が必

要となっています。 

 県立高校への教職員配置の充

実を求め、下記の事項を請願し

ます。 
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（請願の項目） 

１ 少人数学級を拡充する県立

高校６校（入善、魚津工業、中

央農業、小杉、伏木、砺波工業）

の教職員配置を後退させること

なく、より充実させること。 

２ 養護教諭のいない高校をつ

くらず、現在の配置を後退させ

ることなく、より充実させるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 

令和５年12月13日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

議会運営委員長 渡辺 守人 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



請     願 

 

○議会運営委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
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審 査 
結 果 

10 ５.11.30 国の責任による

少人数学級のさ

らなる前進を求

める意見書採択

の請願 

 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合 

執行委員長 

中山 洋一 

 コロナ禍のもと、密を避ける

ための身体的距離の確保とゆき

とどいた教育の推進のため、さ

らなる少人数学級を求める声が

強まり、2021年３月、「公立義

務教育諸学校の学級編制及び教

職員定数の標準に関する法律

（以下、義務標準法）の一部を

改正する法律」が成立しました。

これによって小学校全学年での

35人学級実現に道が開かれまし

た。 

 しかし、国際水準から見れば

35人以下でも学校規模としては

大きく、分散登校の経験から「2

0人程度の学級」を望む声が広が

っています。小学校に続き、中

学校・高校の全学年での少人数

学級の実現は、圧倒的多数の父

母・保護者と教職員、地域住民

の強い願いです。 

 いま、全国の多くの自治体で

さらなる少人数学級のとりくみ

が進められていますが、国の責

任による施策ではないため、自

治体間格差が広がっていること

も厳しい現実です。また、少子

化が進む中、１学級の学級定員

の標準を40人と定めている「公

立高等学校の適正配置及び教職

員定数の標準等に関する法律

（以下、高校標準法）」が制約

となって、公立高校数の大幅削

減を余儀なくされている実態が

全国的に深刻化しています。富

山県でも県立高校再編の協議が

進められていますが、１学級の

学級定員の標準が40人のままで

は、今後策定される再編計画が

乱暴に学校数を削減する中長期

計画になってしまうことが危惧

不採択 
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されます。地域の学校を守り、

居住地にかかわらず、すべての

子どもたちの学びを保障するに

は、一刻も早く国が小学校に続

いて中学・高校に少人数学級を

拡充していく方針を打ち出すこ

とが、いま切実に求められてい

ます。教育の機会均等を保障す

るためには、地方に負担を押し

つけることなく、小学校・中学

校および高校全学年での少人数

学級のさらなる前進と、そのた

めの教職員定数改善を、国が責

任をもって行うことがきわめて

重要です。 

 

 以上の趣旨に沿って、下記に

ついて、国に対する意見書を採

択してください。 

 

１．国の責任で、小学校、中学

校、高校のすべてで少人数学級

をさらに前進させること 

 

２．国は少人数学級実現のため、

義務標準法・高校標準法を改正

して教職員定数改善計画を立て

ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


